
4.3-1 

4.3  外部ロック材の設計強度見直し可能性検討 

設計時においてロック材の盛立ては①購入骨材を砕石場から直接10tダンプトラック

にて盛立て面に運搬する方法と、②一旦仮置きヤードに仮置きした後に46tダンプトラ

ックにて盛立て面まで運搬する方法の２つを合わせて行う計画としていた。 

しかしながら、実施工時において、ロック材現場盛立試験を行った結果、①で運搬し

た材料（直送材と称する）では、材料混合が十分に行うことができず、部分的に材料粒

度が粗めに偏った範囲については設計時の締固め密度を満足しない結果となった。 

ただし、上記状況については、材料が設計時に想定していたものよりも強度の低いも

のになったわけではなく、当初設計時と比べて岩石が硬質で比重が大きいために、細粒

分が少ないと十分に締め固まらない（湿潤密度が設計時の値を満足しない）傾向がある

ことが設計時現場盛立て試験結果により確認されている。また、現場盛立て試験状況を

確認したところ、前述のとおり岩石自体は堅硬な良質な材料であるため、締固め密度が

小さい場合においても設計時の内部摩擦角を有した材料であることが想定された。 

そのため、実施工時において用いるロック材で強度試験を実施し、せん断強度と締固

め密度の関係を把握することで、締固め密度が当初設計段階よりも小さくなっても堤体

形状やゾーニングの変更を行わなくても良い可能性が生じた。 

そこで本検討では、強度試験に先立ち、現設計におけるロック材の設計強度および盛

立て形状について、どの程度余裕があるか（締固め密度をどの程度低下させることが可

能であるか）を検証計算によって求めた。 
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4.3.1  現設計概要 

設計時における安威川ダムのロック材は、以下にとおり設計されている。 

 

(1)  強度定数 

設計時における安威川ダムの各材料強度や締固め密度は下表のとおりである。 

 

表- 4.3.1 設計時における堤体材料物性値 

 
乾燥密度 

(t/m3) 

湿潤密度

(t/m3) 

飽和密度

(t/m3) 

内部摩擦角

(°) 

粘着力 

(kN/m2) 

Ａ 

(kN/m2) 

ｂ 

 

外部ロック材 2.040 2.083 2.280 41.0 0 2.052 0.883 

内部ロック材 1.964 2.017 2.223 39.0 0 1.786 0.897 

トラジション材 1.964 2.017 2.223 39.0 0 1.786 0.897 

フィルター材 1.864 1.937 2.162 35.0 0 1.936 0.879 

コア材 1.750 2.030 2.109 32.0 0 － － 

 

 

(2)  上下流面勾配 

安威川ダムの上下流面勾配は、以下のとおりである。 

上流側法面勾配  1：2.65 

下流側法面勾配  1：1.95 
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図- 4.3.1 盛立数量変更断面図（H27.7 想定）(3) 
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4.3.2  平面すべりによる勾配の確認 

現設計における安威川ダムの上下流面勾配は平面すべりによる計算式で決定されて

いる。また、前述のとおり現場盛立て試験の結果、締固め密度が設計値を満足してい

ないことが確認されている。 

そこで、本検討では内部摩擦角一定（外部ロック材設計値φ=41°）とし、現上下流

面勾配でどこまで密度を変化させることが可能であるかを検討した。 

 

(1)  計算式 

平面すべりによる計算式は、下式のとおりである。 








tan
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FS下流側：

  

ここに、Ｆs：安全率（≧1.2） 

ｍ ：斜面勾配(水平面に対する角度をθとするとｍ＝tanθ) 

γsat：飽和重量，γsub：水中重量 

φ ：内部摩擦角，ｋ ：設計震度 

出典：多目的ダムの建設(設計Ⅰ編)、P.102 

 

なお、上式に示すとおり、下流面は内部摩擦角によって勾配が決まり、材料の

密度は影響しない。そこで本検討では上流側勾配について検討した。 

 

(2)  計算条件 

表- 4.3.2 平面すべり計算 計算条件 

 
飽和重量 

γsat(t/m3)

水中重量 

γsub(t/m3)

内部摩擦角 

φ(°) 

設計震度 

ｋ 

外部ロック材 変化させる γsat-1.0 41.0 
0.15 

（強震帯地域）

上流面勾配 下流面勾配 必要安全率 

 

1：2.65 1：1.95 1.2 
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(3)  計算結果 

下表に上流面勾配と材料密度の関係を示す。計算の結果、設計時の飽和密度

2.28t/m3(22.37kN/m3)を 21.80kN/m3まで緩和しても平面すべりに対する安全率

1.2 を満足することを確認した。 

 

設計震度      K 0.15
上流面勾配  １： 2.65

飽和重量(kN/m
3
) 21.50 21.60 21.70 21.80 21.90 22.00

水中重量(kN/m
3
) 11.69 11.79 11.89 11.99 12.09 12.19

安全率 1.192 1.195 1.197 1.200 1.202 1.204

※水中重量は（飽和重量-9.81kN/m
3
）として算出  
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4.3.3  円弧すべりによる勾配の確認 

円弧すべりによる堤体安定性についても確認した。円弧すべりによる検討にあたって

は、計算結果（安全率）の傾向を把握するために、以下の方針で検討した。 

 

【検討方針】 

○せん断強度は設計時のものを用いる。 

○ゾーニングは変更しない。 

○計算ケースとしては、以下の２ケースでそれぞれ必要安全率を満足する外部ロック

締固め密度を求める。 

case①：内部ロックの設計強度を現設計値とした場合 

case②：内部ロックの設計強度を現場盛立試験結果より設定した場合 

 

(1)  検討条件 

1)  材料物性値 

堤体材料の物性値は、設計時の数値を基本として以下のとおりとする。なお、

外部ロック材の湿潤密度は現場盛立試験の結果を基に飽和密度の 0.90 倍とした。

また、case②の締固め密度についても現場盛立試験結果より設定した。 

 

表- 4.3.3 円弧すべり検討に用いる堤体材料物性値 

 
乾燥密度 

(t/m3) 

湿潤密度

(t/m3) 

飽和密度

(t/m3) 

内部摩擦角

(°) 

粘着力 

(kN/m2) 

Ａ 

(kN/m2) 

ｂ 

 

外部ロック材 2.040 0.90Ｘ Ｘ 
(計算により算出)

41.0 0 2.052 0.883 

内部ロック材 1.964 

2.017 

(case①)

2.223 

(case①)
39.0 0 1.786 0.897 

1.939 

(case②)

2.223 

(case②)

トラジション材 1.964 2.017 2.223 39.0 0 1.786 0.897 

フィルター材 1.864 1.937 2.162 35.0 0 1.936 0.879 

コア材 1.750 2.030 2.109 32.0 0 － － 
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表- 4.3.4 外部ロック材粗粒度盛立試験現場試験結果(20t ローラ、転圧回数 6 回) 

試料 湿潤密度 

ρt(g/cm3) 

飽和密度 

ρsat(g/cm3) 

ρt / ρsat 

1 1.924 2.200 0.87 

2 2.083 2.293 0.91 

3 2.128 2.330 0.91 

全体平均 2.045 2.274 0.90 

→湿潤密度を飽和密度の 0.90 倍として検討することとした。 

 

表- 4.3.5 内部ロック材盛立試験現場試験結果(10t ローラ、転圧回数 6 回) 

試料 湿潤密度 

ρt(g/cm3) 

飽和密度 

ρsat(g/cm3) 

1 2.134 2.387 

2 1.939 2.240 

3 2.010 2.292 

全体平均 2.028 2.306 

Case②設計値 

（kN/m3） 

1.939 

(19.00 kN/m3) 

2.223 

(21.81 kN/m3) 

→case②の締固め密度は現場盛立て試験における最低値で検討することとした。た

だし、飽和密度は設計時の値の方が小さかったことから、設計時の値を用いるこ

ととした。 

 

2)  計算方法 

安定計算は、現行設計法である震度法に加えて、フィルダム耐震設計指針（案）

に基づいた修正震度法においても検討した。 

 

3)  検討水位 

検討水位は、設計時において安全率が最も低くなった常時満水位（NWL.99.4m）

において震度法、修正震度法それぞれで検討を行った。 

 

4)  設計震度 

設計震度については、設計時と同様に以下のとおりとした 

・震度法  ：K=0.15(強震帯地域) 

・修正震度法：KF=0.18(強震帯地域) 
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(2)  検討結果 

1)  case①：内部ロックの設計強度を現設計値とした場合 

以下に、内部ロックの設計強度を現設計値とした場合の計算結果を示す。検討

の結果、下表に示す密度まで外部ロック材の締固め密度を小さくすることができ

ることが分かった。 

 

表- 4.3.6 内部ロックの設計強度を現設計値とした場合の安定計算結果 

水位 計算方法 
湿潤密度 

ρt(kN/m3)

飽和密度 

ρsat(kN/m3)
最小安全率 

NWL.99.4m 
震度法 

20.07 22.30 
1.200 

修正震度法 1.201 

 

 

2)  case②：内部ロックの設計強度を現場盛立試験結果より設定した場合 

以下に、内部ロックの設計強度を現場盛立試験結果より設定した場合の計算結

果を示す。検討の結果、下表に示す密度まで外部ロック材の締固め密度を小さく

することができることが分かった。 

 

表- 4.3.7 内部ロックの設計強度を現場盛立試験結果より設定した場合の 

安定計算結果 

水位 計算方法 
湿潤密度 

ρt(kN/m3)

飽和密度 

ρsat(kN/m3)
最小安全率 

NWL.99.4m 
震度法 

20.07 22.30 
1.200 

修正震度法 1.204 

 

 

以上の結果より、いずれのケースにおいても現設計における締固め密度よりも

小さくしても安全率を確保できる可能性があることが分かった。 

ただし、最終的な設計値の見直しにあたっては、以下の２点が必要となる。 

【今後確認が必要な項目】 

・本検討で確認された締固め密度以上を現場で盛立てることができる。 

・本検討で確認された締固め密度において設計せん断強度以上を有している。 
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図- 4.3.2 堤体安定計算結果（case①,震度法,NWL） 
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図- 4.3.3 堤体安定計算結果（case①,修正震度法,NWL） 
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図- 4.3.4 堤体安定計算結果（case②,震度法,NWL） 
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図- 4.3.5 堤体安定計算結果（case②,修正震度法,NWL） 
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4.3.4  盛立試験結果を用いた堤体安定計算 

前節では、外部ロック材の密度がどの程度低下しても堤体の安全率が確保されるか

を求めた。 

本節では、施工時の盛立試験結果で得られた材料密度を用いた場合の堤体安定計算

を行った。 

 

 

(1)  検討条件 

1)  材料物性値 

堤体材料の物性値は、設計時の数値を基本として以下のとおりとする。なお、

せん断強度については設計値を用いることとした。 

 

表- 4.3.8 円弧すべり検討に用いる堤体材料物性値 

 
湿潤密度 

(t/m3) 

飽和密度

(t/m3) 

内部摩擦角

(°) 

粘着力 

(kN/m2)

Ａ 

(kN/m2) 

ｂ 

 

外部ロック材 Ｘ 
(試験結果) 

Ｙ 
(試験結果) 

41.0 0 2.052 0.883 

内部ロック材 2.017 2.223 39.0 0 1.786 0.897 

トラジション材 2.017 2.223 39.0 0 1.786 0.897 

フィルター材 1.937 2.162 35.0 0 1.936 0.879 

コア材 2.030 2.109 32.0 0 － － 
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表- 4.3.9 外部ロック材粗粒度盛立試験現場試験結果(20t ローラ、転圧回数 6 回) 

試料 

（検討ケース） 

湿潤密度 

ρt(g/cm3) 

飽和密度 

ρsat(g/cm3) 

ρt / ρsat 

Case① 1.924 2.200 0.87 

Case② 2.083 2.293 0.91 

Case③ 2.128 2.330 0.91 

Case④(平均) 2.045 2.274 0.90 

 

2)  計算方法 

安定計算は、現行設計法である震度法に加えて、フィルダム耐震設計指針（案）

に基づいた修正震度法においても検討した。 

 

3)  検討水位 

検討水位は、設計時において安全率が最も低くなった常時満水位（NWL.99.4m）

において震度法、修正震度法それぞれで検討を行った。 

 

4)  設計震度 

設計震度については、設計時と同様に以下のとおりとした 

・震度法  ：K=0.15(強震帯地域) 

・修正震度法：KF=0.18(強震帯地域) 
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(2)  検討結果 

以下に各検討ケースにおける堤体安定計算結果を示す。検討の結果、Case①の

み計画安全率 1.2 を満足しない結果となった。また Case④の震度法による計算結

果が安全率 1.200 と計画安全率と同値となったことから、内部摩擦角φ=41°とし

た場合、Case④の密度程度が許容できる下限値であると言える。 

 

表- 4.3.10 盛立て試験結果を用いた堤体安定計算結果(NWL) 

水位 検討ケース 
湿潤密度 

ρt(kN/m3) 

飽和密度 

ρsat(kN/m3)
計算方法 最小安全率

NWL.99.4m 

Case① 18.87 21.57 
震度法 1.182 

修正震度法 1.193 

Case② 20.43 22.49 
震度法 1.204 

修正震度法 1.207 

Case③ 20.87 22.85 
震度法 1.212 

修正震度法 1.212 

Case④ 

(平均) 
20.05 22.30 

震度法 1.200 

修正震度法 1.204 

 

また、上記検討結果から、参考に Case①の密度とした場合に計画安全率 1.200

を満足する内部摩擦角を求めた（修正震度法 A,B 値は試験を行わないと求まらな

いため、震度法のみ確認した）。計算結果を以下に示す。 

検討の結果、内部摩擦角φ＝41.43°有しておれば Case①の密度でも最小安全

率 1.2 を確保できる。 

 

表- 4.3.11 Case①の密度を用いた内部摩擦角の逆算安定計算結果(NWL) 

水位 
湿潤密度 

ρt(kN/m3) 

飽和密度 

ρsat(kN/m3)

内部摩擦角

φ(°) 
計算方法 最小安全率

NWL.99.4m 18.87 21.57 41.43 震度法 1.200 
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図- 4.3.6 堤体安定計算結果（case①,震度法,NWL） 
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図- 4.3.7 堤体安定計算結果（case①,修正震度法,NWL） 
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図- 4.3.8 堤体安定計算結果（case②,震度法,NWL） 
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図- 4.3.9 堤体安定計算結果（case②,修正震度法,NWL） 
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図- 4.3.10 堤体安定計算結果（case③,震度法,NWL） 
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図- 4.3.11 堤体安定計算結果（case③,修正震度法,NWL） 
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図- 4.3.12 堤体安定計算結果（case④,震度法,NWL） 



4.3-23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図- 4.3.13 堤体安定計算結果（case④,修正震度法,NWL） 
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図- 4.3.14 堤体安定計算結果（密度：case①,内部摩擦角：逆算,震度法,NWL） 
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